
 

境港市産業未来共創資金（大型投資）制度要綱 
 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、境港市内に工場等の新設又は増設を行う鳥取県産業未来共創条例（令和５年鳥取
県条例第37号。以下「条例」という。）に基づく鳥取県産業未来共創補助金（成長・規模拡大型、一

般投資型に限る。）及び先端的デジタル活用企業立地促進補助金の認定を受けた企業に対して、その

必要資金の一部を融資することにより、市内の経済の活性化を図るため、境港市企業自立サポート事
業基本要綱（平成18年４月１日施行。以下「基本要綱」という。）に定めるもののほか、必要な事項
を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、条例、鳥取県産業未来共創条例施行要綱（産業未来共創事
業（成長・規模拡大型））（令和５年７月13日付第202300091611号鳥取県商工労働部長通知。以下「要
綱（産業未来共創事業（成長・規模拡大型））」という。）及び鳥取県産業未来共創条例施行要綱（産

業未来共創事業（一般投資型））（同部長通知。以下「要綱（産業未来共創事業（一般投資型））」
という。）並びに鳥取県産業未来共創条例施行要綱（先端的デジタル活用企業立地事業）（令和５年

７月13日付第202300091794号鳥取県商工労働部長通知。以下「要綱（先端的デジタル活用企業立地事
業）」という。）において使用する用語の例によるもののほか、次の各号に掲げる用語の意義は、そ

れぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）投資額 投下固定資産額及び賃借料の合計額をいう。 
（２）雇用者数 常時雇用労働者及び高年齢常時雇用労働者の合計数をいう。 

（融資対象者） 
第３条 この資金の融資の対象となる者は、次に掲げる要件を満たす企業とする。（以下 「融資対象
者」という。） 

（１）次に掲げるいずれかの認定を受けた事業（以下「認定事業」という。）を実施する企業 

ア 要綱（産業未来共創事業（成長・規模拡大型））第 17 条第１項の規定による事業認定 

イ 要綱（産業未来共創事業（一般投資型））第 16 条第１項の規定による事業認定 

ウ 要綱（先端的デジタル活用企業立地事業）第 12 条第１項の規定による事業認定 

（２）市税及び県税を滞納していない企業 
（融資対象の認定） 
第４条 鳥取県西部総合事務所長（以下「所長」という。）は、融資対象者の行う認定事業の実施に必

要な運転資金又は設備資金について、別表１、別表２及び別表３の融資対象経費欄に掲げる経費及び
要件欄に掲げる要件に適合すると認めるときは、融資対象として認定するものとする。 

２ 前項の規定による認定を受けようとする企業（以下「申請者」という。）は、産業未来共創資金（大
型投資）融資対象認定申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付し、所長へ提出しなければなら
ない。 

（１）要綱（産業未来共創事業（成長・規模拡大型））第 17 条第５項、要綱（産業未来共創事業（一般

投資型））第 16 条第５項及び要綱（先端的デジタル活用企業立地事業）第 12 条第５項の規定によ

る認定通知書の写し 

（２）直近の決算報告書 

（３）納税証明書 
（４）見積書、契約書又は所要経費の積算資料等、融資対象経費の根拠となるものの写し 

（５）実施前の労働者名簿の写し（増設の場合） 

３ 所長は、第１項の認定をしたときは、産業未来共創資金（大型投資）融資対象認定通知書（様式第
２号）により申請者に通知するとともに、その通知の写しを添付して、第６条で定める融資金融機関

のうち、申請者が希望する融資金融機関（以下「融資希望金融機関」という。）、鳥取県信用保証協
会及び市長に通知するものとする。 

（融資条件） 
第５条 この資金の融資条件は、次のとおりとする。 

（１）操業開始時期等 
融資実行日から３年以内に操業を開始するものとする。ただし、経済情勢の悪化等により操業遅

延が真にやむを得ないと所長が認める場合は、この限りでない。また、要綱（産業未来共創事業（成

長・規模拡大型））第28条第１項、要綱（産業未来共創事業（一般投資型））第26条第１項及び要
綱（先端的デジタル活用企業立地事業）第17条の規定に掲げる日（以下「雇用増数等達成期限日」

という。）までに別表２及び別表３の雇用増数等欄に掲げる要件を達成するものとする。 

（２）融資対象経費・融資限度額等 



 

（単位：％）
料率区分 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨
保証料率 1.45 1.38 1.28 1.18 1.08 1.00 0.80 0.60 0.45

ア 運転資金については、別表１に掲げるとおりとする。 
イ 製造業、道路貨物運送業を行う融資対象者の設備資金については、別表２に掲げるとおりとする。 
ウ イに掲げる事業以外を行う融資対象者の設備資金については、別表３に掲げるとおりとする。 

（３）融資期間 
  運転資金 10年（据置２年）以内 

  設備資金 15年（据置２年）以内 

（４）融資利率（変動金利） 
  信用保証なし 年1.68パーセント以内 

信用保証あり 年1.43パーセント以内 
（５）信用保証 

  任意保証とする。 
（６）保証料率 下表のとおりとする。    
 

  
 

    ※経営安定関連保証（セーフティネット保証）５号、７号又は８号の適用を受ける場合は、 
     保証料率0.7%とする。 
（７）担保 

金融機関の定めるところによる。（信用保証ありの場合は、保証協会の定めるところによる。） 
（８）保証人 

  金融機関の定めるところによる。（信用保証ありの場合は、保証協会の定めるところによる。） 
（９）償還方法 

割賦均等償還 

（融資金融機関） 
第６条 融資金融機関は、基本要綱第２条第６号に定めるものとする。 

（融資の申込み） 
第７条 融資を受けようとする者（以下「申込者」という。）は、融資金融機関所定の借入申込書に産

業未来共創資金（大型投資）融資対象事業認定通知書の写しを添付し、金融機関へ申し込むものとす
る。 

２ 申込者は、融資金融機関との間で繰上償還等に関し繰上償還等に関する特約書（様式第３号）に定

める特約を締結しなければならない。 
（融資の実行） 

第８条 融資金融機関は、借入申込書を審査した上、適当と認めたときは融資を実行するものとする。 
（融資実行の報告） 

第９条 融資金融機関は、融資を行ったときは、基本要綱第８条により、市長及び鳥取県知事に報告す

るものとする。 
（資金措置） 
第10条 この資金を運用するため、市は基本要綱第４条に定める資金措置の方法により、融資金融機関
に対して次のとおり資金措置を行うこととする。 

（１）預託額 この資金の融資残高に対し、市長が別に定める割合を乗じた額   
（２）預託利率 市長が別に定める。 

（３）預託期間 年度更新とし、融資金融機関の融資期間を限度とする。 
（繰上償還等） 
第11条 所長は、融資を受けた者が、次の各号のいずれかに該当すると認めた場合には、融資金融機関

と協議の上、貸付金の全部又は一部の繰上償還を融資金融機関に求めることができる。 
（１）融資した資金を目的外に使用したとき 

（２）融資した資金の返済を怠ったとき 

（３）虚偽その他不正の手段により資金の融資を受けたとき 
（４）融資を受けて取得又は賃借した土地、建物及び償却資産について、用途の転用、廃止等があった

と認めたとき 
（５）融資対象経費の減少により、融資した資金の額が融資対象経費を超えたとき 

（６）その他この要綱に違反したとき  
２ 所長は、融資を受けた者が前項各号のいずれかに該当すると認めた場合には、融資を受けた者、融

資金融機関、鳥取県信用保証協会及び市長に通知するものとする。 
３ 前項の通知を受けた融資金融機関は、市が預託した額を速やかに返還しなければならない。 
（完了報告等） 



 

第12条 融資を受けた者は、融資対象経費の支払いを完了したときは、事業完了報告書（様式第４号）
に次に掲げる書類を添付し、速やかに所長に報告しなければならない。 

（１）工場等の概要を明らかにした書類及び図面 

（２）融資対象経費を証する契約書及び領収書等の写し 
（３）産業未来共創資金（大型投資）融資対象事業認定通知書の写し 

２ 融資を受けた者は、操業を開始した時は、操業開始報告書（様式第５号）により所長に報告しなけ

ればならない。 
３ 融資を受けた者は、要綱（産業未来共創事業（成長・規模拡大型））第29条第１項、要綱（産業未
来共創事業（一般投資型））第27条第１項及び要綱（先端的デジタル活用企業立地事業）第19条第１
項の規定による交付決定の日から30日以内に、雇用状況等報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を

添付し、雇用状況等について所長に報告しなければならない。 
（１）要綱（産業未来共創事業（成長・規模拡大型））第29条第１項、要綱（産業未来共創事業（一般

投資型））第27条第１項及び要綱（先端的デジタル活用企業立地事業）第19条第１項の規定による

交付決定及び交付額確定通知書の写し 
（２）実施後の労働者名簿の写し 

（調査） 
第13条 所長は、前条の報告があったときは、融資を受けた者に対し必要に応じて調査を実施するもの

とし、融資を受けた者は正当な理由なくこれを拒んではならない。 

（所掌） 
第14条 この要綱等に関する事務は、境港市産業部水産商工課において所掌する。 

（その他） 
第15条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 
 

   附 則 

この要綱は、平成 18 年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は平成 19年４月１日から施行する。 

２ 改正後の境港市企業立地促進資金融資制度要綱は、施行日以後の事業認定から適用し、同日前の事

業認定分については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、平成 20 年４月１日から施行し、平成 20 年度の融資から適用する。ただし、平成 19

年度中に境港市企業立地促進資金融資制度要綱第３条第１項の認定を行ったものについては、融資実

行が平成 20 年４月１日以降であっても、なお従前の例によるものとする。 

   附 則 

この要綱は、平成 21 年４月１日から施行し、平成 21 年度の融資から適用する。ただし、施行日前に

境港市企業立地促進資金融資制度要綱第３条第１項の認定を行ったものについては、融資実行が平成 21

年４月１日以降であっても、なお従前の例によるものとする。 

   附 則 

この要綱は、平成 22 年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成 23 年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成 23 年 10 月 31 日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成 26 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行し、令和４年度の融資から適用する。ただし、施行日前に境

港市企業立地促進資金融資制度要綱第３条第１項の認定を行ったものについては、融資実行が令和４年

４月１日以降であっても、なお従前の例によるものとする。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年３月１日から施行し、令和５年７月 13 日の融資から適用する。ただし、令和

５年７月 12 日以前に境港市産業成長応援資金制度要綱第３条第１項の認定を行ったものについては、

融資実行が令和５年７月 13 日以降であっても、なお従前の例によるものとする。 

附 則 



 

 この要綱は、令和６年５月１日から施行し、令和６年４月１日の融資から適用する。ただし、令和６

年３月 31 日以前に境港市産業成長応援資金制度要綱第４条第１項の認定を行ったものについては、融

資実行が令和６年４月１日以降であっても、なお従前の例によるものとする。 



 

（別表１） 

融資対象経費 

要件（いずれも満たすこ

と。） 融資限度額 

投資額 雇用増数等 

運転資金 

（認定事業の実施に必要な人件

費、その他操業に必要な経費） 

― ― １億円 

 
（別表２） 

融資対象経費 
要件（いずれも満たすこと。） 

融資限度額 
投資額 雇用増数等 

設備資金 

（認定事業の実施に

必要な土地、建物及び

償却資産の取得に要

する経費） 

２０億円未満 次のいずれかを満たすこと。 

（１）雇用者数が３人以上増加するこ

と。 

（２）次に掲げる要件を全て満たすこ

と。 

ア 雇用者数が事業主都合により減

少していないこと。 

イ 別紙に定める新増設事業の完了

の日を含む事業会計年度の前年度

以降の付加価値額又は一人当たり

の付加価値額の伸び率が１年で１

００分の４以上となること。 

融資対象経費 

又は１０億円のい

ずれか低い額 

２０億円以上 雇用者数が３０人以上増加すること。 １５億円 

 ７０億円以上 雇用者数が５０人以上増加すること。 ３０億円 

１４０億円以上 雇用者数が１００人以上増加するこ

と。 

５０億円 

 
（別表３） 

融資対象経費 
要件（いずれも満たすこと。） 

融資限度額 
投資額 雇用増数等 

設備資金 

（認定事業の実施に

必要な土地、建物及び

償却資産の取得に要

する経費） 

― 次のいずれかを満たすこと。 

（１）雇用者数が３人以上増加するこ

と。 

（２）次に掲げる要件を全て満たすこ

と。 

ア 雇用者数が事業主都合により減

少していないこと。 

イ 別紙に定める新増設事業の完了

の日を含む事業会計年度の前年度

以降の付加価値額又は一人当たり

の付加価値額の伸び率が１年で１

００分の４以上となること。 

融資対象経費 

又は２億円のいず

れか低い額 

２．５億円以上 

５億円未満 

雇用者数が１０人以上増加すること。 ３億円 

５億円以上 雇用者数が１５人以上増加すること。 ４億円 

設備資金 

（認定事業の実施に

必要な土地、建物及び

償却資産の賃借料（融

資対象期間は、事業開

始から１年間）） 

― 次のいずれかを満たすこと。 

（１）雇用者数が合わせて３人以上増

加すること。 

（２）次に掲げる要件を全て満たすこ

と。 

ア 常時雇用労働者等数が事業主都

合により減少していないこと。 

融資対象経費 

又は３千万円のい

ずれか低い額 



 

イ 別紙に定める新増設事業の完了

の日を含む事業会計年度の前年度

以降の付加価値額又は一人当たり

の付加価値額の伸び率が１年で１

００分の４以上となること。 
 
備考 

１ 融資対象経費のうち他の県及び市の制度資金を受けるものは除くこと。 



 

（別紙） 

 

付加価値額（営業利益、人件費及び減価償却費の合計額） 

又は一人当たりの付加価値額について 

 

１ 人件費は、以下の各項目を全て含んだ総額とすること。ただし、これらの算出ができない場合にお

いては、平均給与に従業員数を乗じることによって算出すること。 

（１）売上原価に含まれる労務費（福利厚生費等（退職金は除く。）を含んだもの（常時雇用労働者及

び高年齢常時雇用労働者に限る。）。） 

（２）一般管理費に含まれる役員給与、従業員給与、賞与及び賞与引当金繰入れ、福利厚生費（常時雇

用労働者、高年齢常時雇用労働者に限る。） 

 

２ 減価償却費は、以下の各項目を含んだ総額とすること。ただし、各費用項目について把握できない

場合においては、当該項目については省くこと。 

（１）減価償却費（繰延資産の償却額を含む。） 

（２）リース・レンタル費用（損金算入されるものに限る。） 

 

３ 一人当たりの付加価値額 

（１）従業員数は、付加価値額算出を行う期末の常時雇用労働者及び高年齢常時雇用労働者の合計数と

すること。 

（２）伸び率は、小数点以下第２位を四捨五入したものとすること。 

 

４ 各種項目の算出式 

（１）付加価値額 ： 営業利益 ＋ 人件費 ＋ 減価償却費 

（２）一人当たりの付加価値額 ： 付加価値額 ÷ 従業員数 

（３）営業利益 ： 売上総利益（売上高 － 売上原価）－ 販売費及び一般管理費 

 

５ 前４項によりがたい場合については、県と別途協議を行うものとする。 



 

 様式第１号（第４条関係） 
年  月  日 

 

産業未来共創資金（大型投資）融資対象認定申請書 
 

 

 鳥取県西部総合事務所長 様 
 

                      
申請者 所 在 地                

企 業 名                
   代表者職氏名              印 

                                                                                   

１ 借入の概要 
 

金      額 
運転資金：          千円 
設備資金：          千円 

 合  計：          千円 
借 入 区 分 新設    ・    増設 
融資希望金融機関  
借 入 期 間   年  月から  年  月まで 

（注）借入区分は該当するものを○で囲むこと。 
 
２ 企業の概要 
 名        称   

本 社 所 在 地                （電話        ） 
法人設立時期（操業時期）     年   月（   年   月） 
資 本 金        千円 

事 
業 
内 
容 

主な生産(売上)品目 金額(年間) 従 
業 
員 
数 

職    員    名 
工員（店員）    名 
臨    時    名 

 
  

事 

業 
用 
設 
備 

敷地                     ㎡（内借地        ㎡） 
 
工場又は倉庫           棟          ㎡（内借家   棟）  
 
主要機械設備 

 

事 
業 
実 
績 

最近３か年の実績 売 上 高 当 期 利 益  償 却 額   備  考  
 年 月～ 月 日 千円 千円 千円  
 年 月～ 月 日     
 年 月～ 月 日      

金
融
機
関
取
引
状
況
月
末
現
在 

金融機関名 
定期性 

 
預 金 

要求払 
 

預 金 
計 

商手関係 
 

借 入 金 

短期 
(単名) 
借入金 

長期 
 

借入金 
計 

長期 
借入金の 
月返済額 

 

 千円 
 

千円 
 

千円 
 

千円 
 

千円 
 

千円 
 

千円 
 

千円 
          

         
         
         

           
         
         
         

 

 

千円 



 

３ 立地計画の概要 
 （１）貸付対象事業の名称                             
 
 （２）貸付対象事業の実施場所                             
 
 （３）生産計画 

生産品目名 

提供サービス名等 

生産等・売上計画（最終目標年度の１年間分） 
摘要 

生産数量等 売上額 最終目標年度 

  百万円 
 

  

 
 
 （４）雇用計画                         （単位：人） 
 区  分 実施前（Ａ） 実施後（Ｂ） 増減（Ｂ－Ａ） 摘 要 

雇用者数    
 

（注）雇用者数は、常時雇用労働者と高年齢常時雇用労働者の合計数とすること。 
 

  
（５）付加価値計画 

区分 
実施前 

[   年  月

期] 

事業完了の前年

度 

[  年  月

期] 

事業完了年

度 

[  年  月

期] 

１年後 

[  年  月

期] 

２年後 

[  年  月

期] 

売上高（相当）      

営業利益（相当） ①      

人件費（相当）  ②      

減価償却費（相当）③      

付加価値額 ④＝①＋②＋③      

伸び率(％・年)       

算定基礎人数 (人) ⑤      

1 人当たり付加価値額 

     ⑥＝④／⑤ 
     

伸び率(％・年)      

備考      

（注）① 表中「実施前」欄には、対象事業開始予定日の属する事業年度の前年度期末決算（実績

又は見込み）を記載すること。 

② 算定基礎人数は、当該期末の常時雇用労働者及び高年齢常時雇用労働者の合計数とする

こと。 

③ 付加価値の伸び率は、小数点以下第２位を四捨五入した値とすること。 
 
（６）運転資金の使途概要 

 区  分 金  額 積算内訳 

 人件費   
その他経費  

計  
 
 （７）設備投資計画の概要 

区分 数量 単価 金額 備考 

土地   千円  

建物     

建物付属設備     

構築物     

機械装置     

その他償却資産     

移設費等     



 

合計     
 
   工  期  着工   年  月  日～完了   年  月  日 
 
 

 （８）資金調達計画 
 金融機関名 金  額 備      考 

政府系金融機関 
（       ） 

       
     千円 

 

政府系金融機関 
（       ） 

  

産業未来共創資金   
地域総合整備資金   

そ 
の 
他 

   
   

小  計   
自  己  資  金   

計   

（注）政府系金融機関の欄の（  ）に金融機関名を記入すること。 
 
（添付書類） 

（１）産業未来共創補助金の認定通知書の写し 

（２）直近の決算報告書 
（３）納税証明書 

（４）見積書、契約書又は所要経費の積算資料等、融資対象経費の根拠となるものの写し 
（５）実施前の労働者名簿の写し（増設の場合） 

  注 氏名を自署する場合には、押印を省略することができる。 



 

様式第２号（第４条関係） 
第         番 

  年  月  日 

 
 

 

           様 
 
 
 

鳥取県西部総合事務所長 
 
 

 
産業未来共創資金（大型投資）融資対象認定通知書 

 
 

   年  月  日付けで申請のあったこのことについては、下記のとおり融資対象の認定をしたの

で、境港市産業未来共創資金（大型投資）制度要綱（以下「要綱」という。）第４条第３項の規定によ
り通知します。 

 
 

記 
 
１ 企 業 名 

 
 

２ 所 在 地 
 

 

３ 融資限度額  運転資金        千円 
          設備資金        千円 

          合  計        千円 
 

 
４ 融資対象事業 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
（注１） 融資の申込にあたっては、融資金融機関所定の借入申込書に本通知書の写しを添付してくだ

さい。 
（注２） 融資金融機関との間で繰上償還等に関し様式第３号に定める特約を締結してください。 

（注３） 融資対象経費の支払を完了したときは、様式第４号により速やかに所長に報告してください。 
（注４） 融資実行の日から３年以内に操業を開始することとし、操業を開始したときは、様式第５号

により所長に報告してください。 

（注５） 要綱第12条第３項に規定する交付決定日から30日以内に、様式第６号により雇用状況等を所
長に報告してください。 

（注６） （注３）から（注５）の報告があったときは、必要に応じて調査を実施します。 

 



 

様式第３号（第７条関係） 
 

繰 上 償 還 等 に 関 す る 特 約 書 

 
 

  年  月  日 

 
 
 
 取扱金融機関 御中 

 
 
 

住   所 
 

借   主                 印 
 

住   所 

 
連帯保証人                 印 

 
住   所 
 
連帯保証人                 印 

 

住   所 
 

連帯保証人                 印 
 

 

 
 借主及び連帯保証人は、  年  月  日付け金銭消費貸借契約に基づき      から借り入

れた金      円について、境港市産業未来共創資金（大型投資）制度要綱第７条第２項の規定に
基づき次のとおり特約します。 

 
 借主が境港市産業未来共創資金（大型投資）制度要綱第11条第１項各号のいずれかに該当することと

なった場合は、貴行（金庫、組合）からの請求により、借入金の全部又は一部を繰上償還するとともに、

県が取扱金融機関に行った補助相当額を返済します。 
 

 
 

 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 

 



 

様式第４号（第１２条関係） 
  年  月  日 

 

鳥取県西部総合事務所長 様 
 

所  在  地 

 
企  業  名 

 
代表者職氏名              印 

 
産業未来共創資金（大型投資）融資対象に係る事業完了報告書 

 

   年  月  日付第     号で認定のあった融資対象事業が完了しましたので、境港市産
業未来共創資金（大型投資）制度要綱第12条第１項の規定により、下記のとおり報告します。 

 
記 

 

１ 融資対象事業の名称 
 

 
２ 工場等立地所在地 
 
 
３ 融資状況 

融資金融機関名 融資実行年月日 融資金額（千円） 
   年  月  日  
   年  月  日  
   年  月  日  

計  

 
 

４ 融資対象経費 
（１）運転資金 

 区  分 金  額 支出内容 

 人件費   
その他経費  

計  

 
（２）設備資金 

施設設備名 数量又は面積 単 価 金 額 着工年月日 完了年月日 
      
      
      
      
      
      
      

計   

   

 （添付書類） 
  （１）工場等の概要を明らかにした書類及び図面 
  （２）融資対象経費を証する契約書及び領収書等の写し 
  （３）融資対象事業認定通知書の写し 

 
注 氏名を自署する場合には、押印を省略することができる。 



 

様式第５号（第１２条関係） 
  年  月  日 

 

 
鳥取県西部総合事務所長 様 

 

 
所  在  地 

 
企  業  名 

 
代表者職氏名               印 

 

 
産業未来共創資金（大型投資）融資対象事業に係る操業開始報告書 

 
   年  月  日付第     号で認定のあった融資対象事業に係る操業を開始しましたの

で、境港市産業未来共創資金（大型投資）制度要綱第12条第２項の規定により、下記のとおり報告しま

す。 
 

記 

 

１ 融資実行日       年  月  日 

 
２ 操業開始日        年  月  日 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 

注 氏名を自署する場合には、押印を省略することができる。 



 

様式第６号（第１２条関係） 
  年  月  日 

 

 
鳥取県西部総合事務所長 様 

 

 
所  在  地 

 
企  業  名 

 
代表者職氏名               印 

 

 
産業未来共創資金（大型投資）融資対象事業に係る雇用状況等報告書 

 
年  月   日付第     号で認定のあった融資対象事業に係る雇用状況について、境

港市産業未来共創資金（大型投資）制度要綱第12条第３項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 投資完了日      年  月  日 

 

 

２ 雇用状況について                            （単位：人） 
区  分 実施前（Ａ） 実施後（Ｂ） 増減（Ｂ－Ａ） 摘 要 

雇用者数    
 

      

 

３ 付加価値計画 

区分 
実施前 

[   年  月

期] 

事業完了の前年

度 

[  年  月

期] 

事業完了年

度 

[  年  月

期] 

１年後 

[  年  月

期] 

２年後 

[  年  月

期] 

売上高（相当）      

営業利益（相当） ①      

人件費（相当）  ②      

減価償却費（相当）③      

付加価値額 ④＝①＋②＋③      

伸び率(％・年)       

算定基礎人数 (人) ⑤      

1 人当たり付加価値額 

     ⑥＝④／⑤ 
     

伸び率(％・年)      

備考      

（注）① 表中「実施前」欄には、対象事業開始予定日の属する事業年度の前年度期末決算（実績）

を記載すること。 

② 算定基礎人数は、当該期末の常時雇用労働者及び高年齢常時雇用労働者の合計数とする

こと。 

③ 付加価値の伸び率は、小数点以下第２位を四捨五入した値とすること。 
 

 （添付書類） 



 

  （１）産業未来共創補助金交付決定及び交付額確定通知書の写し 
（２）実施後の労働者名簿の写し 
注 氏名を自署する場合には、押印を省略することができる。 

 


